	労働者派遣業


労働者派遣業は、労働者派遣法施行以来、バブル経済破綻後の一時期を除いて、ほぼ一貫して右肩上がりの成長を遂げてきた。しかし、平成20年９月に起こったリーマン・ショックにより、広範な分野で派遣労働者数が大きく落ち込んだ。その後も25年４～６月期まで連続して前年同期に比べ低下傾向が続いた。７～９月期は、東京都を中心とした南関東地域での前年同期比増加転換を受けて、全国的にも増加に転じた。10～12月期は大きく好転しているが、26年４月の消費税増税後はやや厳しくなるとみられている。

業界の概要

労働者派遣（人材派遣）とは、派遣元（労働者派遣事業者）が雇用する労働者を、派遣先（顧客事業者）の指揮命令関係の下に労働させることをいう。このため、労働者派遣は、「派遣労働者の雇用と使用を分離した労働力需給調整システム」であるともいわれている。

労働者派遣事業は、常時雇用する労働者を派遣する特定労働者派遣事業と、それ以外の一般労働者派遣事業に区分される。一般労働者派遣事業は、就労を希望する人が派遣元に登録し、派遣先が決まった段階で、派遣元との間で雇用契約を交わすもので、登録型派遣とも呼ばれ、派遣先との契約が終了すれば失職を余儀なくされる。一方、特定労働者派遣事業は、派遣先との契約が終了しても、労働者の身分は保証されており、常用型派遣ともいわれる。このため、一般労働者派遣事業を行う事業者については、一定の資産要件等に基づく許可制であるのに対し、特定労働者派遣事業を行う事業者には一定の欠格要件に該当しなければ認められる届出制となっている。

労働者派遣法改正による対象業務、期間の変化

労働者派遣業は、昭和60年の労働者派遣法成立（施行は61年）により法的に位置付けられた。当初は、業務の範囲について「ポジティブリスト方式」により派遣できる業務は、専門的な知識や経験を必要とする業務に限定された（施行時13業務。平成８年に26業務、24年に28業務に拡大）。その後、11年にポジティブリスト方式から「ネガティブリスト方式」に変更され、派遣してはならない業務が定められた。そして、それ以外の業務のうち、政令で定める26業務（当時）以外の業務は「臨時的・一時的」であれば自由化された。

16年の改正では、自由化業務の派遣受入期間について、従前の原則１年から原則３年に延長され、26業務（当時）は制限が撤廃された。このほか、製造業務が自由化業務の一つとして派遣が可能となった（派遣受入期間は１年、19年から３年に延長）。また、自由化業務について、派遣先が派遣受入期間を超えて使用したい場合には、雇用契約の申込みをすることが義務付けられた。このため、製造派遣を行う企業では、派遣労働者の派遣期間満了（３年間）に伴う派遣先の直接雇用化で、売上高の大幅減少を余儀なくされたため、売上高の減少幅を抑えようともう一つの派遣先との労働者派遣契約を業務請負契約に変更してもらったとしている。

　直近の改正は24年に行われた。この改正では、リーマン・ショック後の景気後退期において、いわゆる「派遣切り」による失業問題が大きな課題となったことを受けて、これまでの自由化路線から、日雇派遣の原則禁止、グループ企業内派遣の８割以下への規制、離職後１年以内の労働者の派遣受入れ禁止等の規制強化に方向転換された。

大阪の地位
総務省『平成24年経済センサス－活動調査』によると、労働者派遣業の事業所数は全国で12,263事業所、大阪府で1,143事業所（全国比9.3％）である。一方、厚生労働省『平成23年度労働者派遣事業報告書の集計結果』によると、一般労働者派遣事業は19,583事業所、特定派遣事業は52,982事業所、合計72,565事業所（前年度比2.6％減）となっている。労働者派遣業では、両方の事業を行う事業所が多いが、主たる事業が労働者派遣事業以外の事業所も多いことがうかがえる。

23年度の派遣労働者数は261.5万人（前年度比3.6％減）、年間売上高は５兆2,512億円（同1.8％減）である。最も多かった20年度に比べ、派遣労働者数は137.4万人減（34.4％減）、年間売上高は２兆5,380億円減（32.6％減）と大きく減少した。

　労働者派遣業は大都市立地型産業であり、東京都への集中度が高い。地域別では、東京都を中心とした南関東地域、大阪府を中心とした近畿地域及び愛知県を中心とした東海地域が全国の三大市場となっている。

厚生労働省上記報告の「都道府県別集計結果」によると、大阪府は東京都に次いで多く、6,921事業所（全国比9.5％）あり、その内訳は、一般労働者派遣事業が2,111事業所（全国比10.8％）、特定労働者派遣事業が4,810事業所（同9.1％）となっている。派遣労働者数は321,079人（同12.3％）で、年間売上高は5,576億円（同10.6％）である。大阪府内では、交通アクセスに優れ、顧客（派遣先）である事業所が多数立地する大阪市北区、中央区に集中立地している。

21年度以降実稼働者数が大きく減少
　労働者派遣業界は、業務量の増減を非正規雇用で対処しようとする企業に労働者を派遣することで、順調に業績を伸ばしてきた。設備投資が少なく、需要変動に柔軟に対応できたという側面もある。法改正による適用対象業務の拡大や派遣期間制限の撤廃・延長も大きく寄与した。しかし、リーマン・ショック後の景気後退で、21年度以降派遣者数は大きく落ち込んだ。

（一社）日本人材派遣協会『労働者派遣事業統計調査の報告 2013年７～９月期の実績』によると、全国における派遣社員実稼動者数は21年に前年比18.4％減と年ベースで減少に転じ、22年は同11.6％減と２年続けての２桁減となった。23年以降も減少幅が小さくなっているとはいえ、依然として減少傾向にあった。しかし、25年７～９月期は、東京都を中心とした南関東地域での前年同期比増加転換を受けて、全国的にも増加に転じた。一方、近畿地域は同期も前年同期比で2.1％減と減少傾向にあるが、大手労働者派遣企業によると、円安、株高を背景に、近畿地域でも25年春から金融機関、住宅メーカー等を中心に派遣依頼数が増加し、需要の底上げが目立つとしている。

　業務別では、政令業務で実稼動者数が最も多い「（事務用）機器操作」が、24年１～３月期から25年４～６月期まで連続して前年同期比２桁減、25年７～９月期も前年同期に比べて減少となった。他の政令業務では、「情報処理システム開発」が前年同期比で増加傾向を持続し、「その他」も25年４～６月期から増加に転じたが、「財務」は24年10～12月期以降、「貿易」は長年にわたって減少傾向が続いている。

自由化業務では、「一般事務」がほぼ一貫して前年同期比で２桁増、「営業」も25年４～６月期と同７～９月期を除いて２桁増と順調な伸びを示している。「製造」は前年同期比で約３倍増となった24年４～６月期や25年１～３月期を含め、ほぼ一貫して増加していたが、25年４～６月期以降減少に転じた。「軽作業」は製造とほぼ同様の動きであったが、25年７～９月期は２桁増である。「販売」は一貫して減少し、特に24年10～12月期からは２桁減が続いている。

収益も低下
　リーマン・ショック後、厳しい経営を余儀なくされている企業が多い。しかし、その状況は派遣業務等で異なる。例えば、ビル清掃要員を派遣している企業では、同業者間の競争激化で最低賃金時間額の引上げ額（大阪府は25年度に前年度比19円増の819円）を派遣料金に転嫁できず、派遣労働者への支払いに回すために事務所経費の一層の削減を求められた。大手情報機器メーカーに営業要員を派遣している企業では、リーマン・ショック後派遣料金は約５％低下したが、その後は横ばいが続いている。一方、中小ＩＴ企業にＳＥを派遣する企業では、ＳＥ派遣依頼の引き合い増を受けて、派遣料金を25年４月に２％程度上昇させており、26年４月には、消費税増税分を引き上げるとしている。
人材育成で競争力強化

労働者派遣企業が、今後も存続・成長し続けられるかは、派遣先の要求に合致した派遣労働者を提供し続けられるかにかかっている。それには、教育の充実が不可欠である。製造派遣を行う企業では、派遣先から技能レベルを指定されることが多く、登録希望者に技能検定資格取得を勧め、派遣中の労働者には研修受講により資格を取得させている。営業要員を派遣している企業では、約２ヵ月かけて営業業務の一連の流れを経験させたうえで派遣しており、派遣要員の定着率を高めようと、求める人材レベルを明示し、目標管理を導入して、対話の機会を多く設ける取組も始めている。また、大手労働者派遣企業では、スキルアップしたいという派遣中の労働者の要望に応えようと、平日夜や土・日曜日に研修を行う体制を整え、海外勤務を希望する者にはそれにあったカリキュラムを提供している。

　今後の見通し
内閣府と財務省による「法人企業景気予測調査」（25年10～12月期）によると、中小規模の職業紹介・労働者派遣業では、25年10～12月期の景況判断指数（前四半期と比較しての「上昇－下降」社数構成比）が26.2と７～９月期のマイナス7.9から大きく好転した。26年１～３月期も5.1と好調な状況が続くと予測されているものの、４月の消費税増税後はやや厳しくなるとみられている。

（山﨑　茂）

[image: image1.emf]表１　労働者派遣事業所数・派遣労働者数・年間売上高（平成23年度）

大阪府 2,111 (10.8) 4,810 ( 9.1) 321,079 (12.3) 5,576 (10.6)

東京都 4,868 (24.9) 12,748 (24.1) 769,003 (29.4) 18,209 (34.7)

愛知県 1,588 ( 8.1) 4,471 ( 8.4) 185,823 ( 7.1) 4,352 ( 8.3)

神奈川県 1,087 ( 5.6) 4,155 ( 7.8) 153,932 ( 5.9) 4,140 ( 7.9)

福岡県 820 ( 4.2) 1,812 ( 3.4) 118,699 ( 4.5) 1,734 ( 3.3)

全国 19,583(100.0) 52,982(100.0) 2,615,487(100.0) 52,512(100.0)

資料：厚生労働省『平成23年度労働者派遣事業報告書の集計結果（都道府県別集計）』

（注）（　）内は全国比。

（単位：事業所、人、億円、％）
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[image: image2.emf]表２　地域別派遣社員実稼動者数及び対前年（前年同期）増減比

平成20年 69,914 - 228,307 - 47,098 - 430,161 -

　　21年 56,943(-18.6) 190,640(-16.5) 35,350(-24.9) 350,810(-18.4)

　　22年 50,295(-11.7) 169,437(-11.1) 28,653(-18.9) 310,037(-11.6)

　　23年 46,233( -8.1) 160,663( -5.2) 26,597( -7.2) 296,720( -4.3)

　　24年 42,695( -7.7) 157,193( -2.2) 24,443( -8.1) 286,103( -3.6)

　　24年１～３月 44,629( -7.9) 159,618( -4.3) 26,024( -9.2) 291,495( -5.2)

　　　　４～６月 42,011( -9.3) 157,089( -1.4) 23,770( -8.8) 285,608( -1.9)

　　　　７～９月 42,121( -7.5) 155,691( -0.6) 23,653( -7.7) 282,100( -3.3)

　　　　10～12月 42,018( -5.9) 156,373( -2.2) 24,324( -6.6) 285,210( -3.8)

　　25年１～３月 42,346( -5.1) 159,249( -0.2) 24,303( -6.6) 287,421( -1.4)

　　　　４～６月 41,085( -2.2) 156,480( -0.4) 23,421( -1.5) 279,364( -2.2)

　　　　７～９月 41,242( -2.1) 158,315(  1.7) 23,564( -0.4) 283,193(  0.4)

資料：（一社）日本人材派遣協会『労働者派遣事業統計調査の報告 2013年７～９月期の実績』

（注）１．（　）内は前年（前年同期）増減比。

　　　２．地域の都府県別内訳及び事業所数は次のとおり。

　 　　　 近畿地域：大阪府、滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県（69事業所）。

　 　　   南関東地域：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県（71事業所）。

　　　    東海地域：愛知県、岐阜県、静岡県、三重県（49事業所）。

　　　    全地域：504事業所。

近畿地域 南関東地域 東海地域 全地域

（単位：人、％）


[image: image3.emf]表３　業務別派遣社員実稼動者数及び前年（前年同期）比増減率

平成24年 5,508 81,730 18,546 6,053 47,028 45,796 3,403 6,722 6,227 10,166 286,103

　　　１～３月 5,497 95,102 19,348 6,434 48,578 44,080 3,282 7,523 1,784 8,972 291,495

　　　４～６月 5,488 81,538 18,823 6,129 46,818 44,995 3,310 7,020 7,573 10,763 285,608

　　　７～９月 5,500 76,396 18,120 5,860 46,230 46,128 3,467 6,348 7,690 10,614 282,100

　　　10～12月 5,547 73,886 17,891 5,787 46,486 47,981 3,403 6,722 7,861 10,315 285,210

　　25年 - - - - - - - - - - -

　　　１～３月 5,730 73,290 17,265 5,689 47,443 47,828 3,774 5,710 7,408 10,787 287,421

　　　４～６月 5,650 72,103 17,538 5,662 47,721 59,234 3,492 5,360 7,064 9,703 279,364

　　　７～９月 5,956 72,356 17,672 5,627 49,260 58,885 3,709 5,338 7,631 12,356 283,193

平成24年 3.1 -24.3 -1.6 -5.5 -2.3 18.6 14.1 -7.7 29.3 12.5 -3.6

　　　１～３月 2.8 -22.1 0.0 -0.4 0.1 19.6 10.0 -4.7 -18.3 -6.5 -5.2

　　　４～６月 5.3 -24.0 1.9 -2.4 -0.2 17.1 15.6 -1.7 283.2 45.4 -1.9

　　　７～９月 2.5 -25.8 0.3 -6.4 -4.3 24.8 14.5 -2.5 5.4 23.9 -3.3

　　　10～12月 1.9 -25.7 -8.1 -12.4 -4.9 18.6 16.3 -20.8 0.6 -2.6 -3.8

　　25年 - - - - - - - - - - -

　　　１～３月 4.2 -22.9 -10.8 -11.6 -2.3 8.5 15.0 -24.1 315.2 20.2 -1.4

　　　４～６月 3.0 -11.6 -6.8 -7.6 1.9 31.6 5.5 -23.6 -6.7 -9.8 -2.2

　　　７～９月 8.3 -5.3 -2.5 -4.0 6.6 27.7 7.0 -15.9 -0.8 16.4 0.4

資料：（一社）日本人材派遣協会『労働者派遣事業統計調査の報告　2013年７～９月期の実績』

（注）１．全地域：504事業所。

　　　２．実稼動者数について、各業務の合計と全体は合わない。
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